
内部通報制度の導入状況－上場・非上場別－
（単一回答）

30.4

79.1

67.6

20.6

1.9

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

非上場企業
（ｎ=2,413）

上場企業
（ｎ=728）

導入している 導入していない 無回答

内部通報制度の導入状況－規模別（従業員別）－
（単一回答）

89.9

76.8

56.4

30.9

17.3

12.5

41.7

10.1

22.4

42.8

67.0

81.0

84.9

56.7

0.0

0.8

0.9

2.1

1.8

2.6

1.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3,000人超
（ｎ=218）

～3,000人
（ｎ=362）

～1,000人
（ｎ=751）

～300人
（ｎ=894）

～100人
（ｎ=452）

50人以下
（ｎ=457）

全体
（ｎ=3,141）

導入している 導入していない 無回答

 

民間事業者における通報処理制度の実態調査（概要） 

 

 

１． 調査概要 

民間事業者を対象に調査票を発送し、平成 19 年 1～2 月時点における公益通報者保護法等の

認知度や内部の従業員等からの通報・相談窓口の設置状況等の調査を行った。 

 

２．調査結果のポイント 

（１）内部通報制度の導入状況 

  ①規模別(従業員数別) 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※「全体」には従業員数について無回答の企業も含む 

内部通報制度の導入状況を規模別（従業員数）でみると、規模の小さな企業ほど導入割合

が低く、3,000 人超の企業においては 89.9％の企業が導入しているのに対し、50 人以下の企

業においては 12.5％であった。 

       

  ②上場・非上場企業別 

 

 

 

 

 

 

 

 

      内部通報制度の導入状況を上場・非上場別にみると、上場企業においては 79.1％の企業

が導入しているのに対し、非上場企業においては 30.4％であった。 
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26.5

17.0

8.8

7.6

3.6

3.3

39.6

1.8

0 20 40 60 80 100

法律事務所（顧問弁護士）に委託

親会社や関連会社に設置

法律事務所（顧問でない弁護士）に委託

通報受付の専門会社に委託

労働組合に設置

その他

社外には設置していない

無回答

(%)

(n=1,310)

内部通報制度の導入状況－大会社・大会社以外別－
（単一回答）

22.6

79.1

75.2

20.6

2.2

0.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大会社以外
（ｎ=2,059）

大会社
（ｎ=1,051）

導入している 導入していない 無回答

内部通報制度の導入時期－規模別（従業員別）－
（単一回答）

60.7

35.6

18.9

21.4

14.1

33.3

29.6

21.9

31.7

41.1

36.6

37.2

35.1

34.7

17.3

32.0

39.2

41.7

44.9

26.3

34.7

0.0

0.7

0.7

0.4

3.8

5.3

0.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3,000人超
（ｎ=196）

～3,000人
（ｎ=278）

～1,000人
（ｎ=423）

～300人
（ｎ=276）

～100人
（ｎ=78）

50人以下
（ｎ=57）

全体
（ｎ=1,310）

平成16年5月以前（法成立前） 平成16年6月～平成18年3月（法施行前） 平成18年4月以降（法施行後） 無回答

③大会社・大会社以外別 

 

 

 

 

 

 

 

 

   内部通報制度の導入状況を大会社（会社法上の大会社、資本金５億円以上または負債総

額２００億円以上）・大会社以外別にみると、大会社においては、79.1％の企業が導入している

のに対し、大会社以外においては 22.6％であった。 

 

（２）内部通報制度の導入時期 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ｎ=1,310（内部通報制度を導入していると回答した企業） ※「全体」には従業員数について無回答の企業も含む 

内部通報制度の導入時期を規模別（従業員数）にみると、比較的規模の小さな企業ほど導

入時期が遅く、3,000 人超の企業においては、60.7％の企業が、公益通報者保護法の成立前

である「平成16年5月以前」に導入しているのに対し、50人以下の企業においては33.3％、51

～100 人の企業については 14.1％であった。 

 

（３）外部窓口の設置状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ｎ=1,310（内部通報制度を導入していると回答した企業、複数回答）  
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24.4

24.0

18.3

17.9

13.2

6.6

3.4

1.1

31.9

3.7

2.2

0 20 40 60 80 100

制度の周知が進まない

通報というより、不満や悩みの窓口となっている

本当に保護されるのか、職員に不信感がある

社内風土から、通報への心理的な圧迫感がある

通報者の個人情報の保護が難しい

人手不足

通報があっても上層部の問題には対処できない

金銭的負担が大きい

特にない

その他

無回答

(%)

(n=1,310)

   内部通報制度を導入している企業のうち約 60％の企業が通報窓口を外部に設置している。

外部窓口の設置場所として「法律事務所（顧問弁護士）に委託」と回答した企業が 26.5％、「親

会社や関連会社に設置」と回答した企業が 17.0％であった。 

 

（４）運用上の課題や実務上の負担 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｎ=1,310（内部通報制度を導入していると回答した企業、複数回答）   

内部通報制度を導入している企業のうち、運用上の課題や実務上の負担として、「制度の

周知が進まない」を挙げた企業が 24.4％、「通報というより、不満や悩みの窓口となっている」

を挙げた企業が 24.0％であり、一方「特になし」とする企業は 31.9％であった。 

 

（５）過去一年間に通報窓口に受け付けた内部通報の件数 

通報窓口に寄せられた内部通報件数－規模別（従業員別）－
（単一回答）

9.2

28.4

48.7

63.4

74.4

42.1

42.7

40.3

56.8

41.1

24.3

17.9

42.1

39.5

44.8

8.6

2.8

2.2

0.0

8.8

10.3

5.7

6.2

7.3

10.1

7.7

7.0

7.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

3,000人超
（ｎ=196）

～3,000人
（ｎ=278）

～1,000人
（ｎ=423）

～300人
（ｎ=276）

～100人
（ｎ=78）

50人以下
（ｎ=57）

全体
（ｎ=1,310）

0件 1～10件 11件以上 無回答他
 

ｎ=1,310（内部通報制度を導入していると回答した企業） ※「全体」には従業員数について無回答の企業も含む  

 内部通報制度を導入している企業のうち、過去一年間に受け付けた内部通報件数が「０件」   

と回答した企業が 42.7％、「１～１０件」と回答した企業が 39.5％であった。 
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